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テーマ：建築とメディア

日時：10 月 21 日（火） 18:00‐20:00
場所：A-Forum レモンⅡビル 5 階

　　　　フォーラム終了後懇親会（会費 2000 円）

参加予定者：

井上　武司、樫村　俊也、勝本　恵子、金田　勝徳、神田　順、向野　元昭、小玉　功、斎藤　公男、関谷　和則、西尾　啓一、西方　澄、町田　有紀江、松永　直美、三輪　富成、

山田　新治郎、和田　章

 コーディネータ  ：安達　功（日経 BP 社、建設局プロデューサー）

パ  ネ  リ  ス  ト   ：真部　保良（まなべやすお・日経アーキテクチュア前編集長）

　　　　　　　　　　磯　達雄（いそたつお・建築ジャーナリスト）

　　　　　　　　　　西川　直子（にしかわなおこ・建築ジャーナル編集長）

プログラム

18：00 ～　　　　 開会挨拶（●●●●）

                　　　主題解説（安達　功）

18：25 ～ 18：50   主題解説（真部　保良）

18：50 ～ 19：15　主題解説（磯　達雄）

19：15 ～ 19：40　主題解説（西川　直子）

19：40 ～ 20：00   質疑応答・全体討論

20：00 ～　　　　 懇親会　
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建築とメディア　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安達　功（日経BP社、建設局プロデューサー）

日本の戦後の成長時代の建築活動を建築家、構造設計者および施工技術者とともに牽引してきた建築メディアの存在は強力であった。しかし、社会と産業の変化に直面し、建築
メディアの役割は明らかに変化している。この 40年活躍してきた建築ジャーナリストを招き、建築とメディアのこれからについて議論する。

○我が国の総人口は、2010年にピーク（12,806万人）となり、以降は減少していく見通し。
○高齢人口は2010年から2060年までに約516万人増加するのに対し、生産年齢人口は約3,756万人、若年人口は
  約893万人減少する見通し。

人口減少社会に入った日本 

出典：総務省「国勢調査」
    国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2012年1月推計）」

（注１）「若年人口」は０～14歳、「生産年齢人口」は15～64歳、「高齢人口」は65歳以上の者の人口
（注2）1950～1969年、1971年は沖縄を含まない
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75～歳
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2010年(実績)

6,233万人 6,573万人
男性 女性 

総人口 1億2,806万人

 65歳以上 
 20～64歳 ＝

 1人
 2.6人

団塊の世代

団塊ジュニア
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団塊の世代
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○2025年に団塊の世代が後期高齢者に、2040年に全都道府県において人口減少。
○現在、１人の高齢者を2.6人で支えている社会構造が、2040年には、１人の高齢者を1.4人で支える社会構造になると推定。

資料：2010年：「平成22年国勢調査」
    2025年、2040年：「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位(死亡中位)推計） 

2025年には団塊の世代が後期高齢者に 

○我が国の人口は減少局面に入っており、世帯数も2020年以降減少を続けていく見通し。
○今後、夫婦と子の世帯が減少していく一方、単身世帯の増加が見込まれ、2015年には総世帯の1/3に達し、その後も 
 増加する見通し。

人口・世帯数の推移と将来推計（単位：千人）

（資料）国立社会保障・人口問題研究所
『日本の世帯数の将来推計（全国推計）』（2013年1月推計）

【凡例】 -●-人口、-■-世帯、

     ■１世帯あたりの人員数、■ピーク 

大都市圏：住生活基本法施行令で定める都道府県
（茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神
奈川県、愛知県、三重県、京都府、大阪
府、兵庫県及び奈良県）

地方圏：大都市部以外の道府県

（出典）
人口：日本の将来推計人口（全国：2012年1月推計、その他：2013年3月推計）
世帯数： 日本の世帯数の将来推計（全国：2013年1月推計、その他：2014年4月
推計） ［国立社会保障・人口問題研究所］

【大都市圏】

【地方圏】

単身世帯の増加とともに世帯類型が多様化 
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ひとり親と子

夫婦のみ

単身世帯

夫婦と子

17,637
(33.3%)

18,457
(37.2%)

11,532
(23.3%)

10,500
(21.2%)

5,645
(11.4%)

（千世帯）

【世帯類型別世帯数】

↓標準世帯

（千世帯）

（千世帯）

（千世帯）

地域別高齢者世帯の将来推計

（千世帯）

（千世帯）

【全 国】

【東京都】 【秋田県】

【大都市圏】 【地方圏】

大都市圏：住生活基本法施行令で定める都道
府県 （茨城県、埼玉県、千葉県、東
京都、神奈川県、愛知県、三重県、京
都府、大阪府、兵庫県及び奈良県） 

地方圏：大都市部以外の道府県 

（注）高齢者世帯とは、世帯主の年齢が６５歳以上の
世帯を指す。

○団塊の世代が後期高齢者となる2025年においては、2010年と比べて高齢者世帯数が約400万世帯増加（約1.4倍）。
○特に大都市圏において変動が顕著。

高齢者人口と高齢化率の推移 
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（出典）
人口：日本の将来推計人口（全国：2012年1月推計）
世帯数： 日本の世帯数の将来推計（2014年4月推計） ［国立社会保障・人口問題研究所］
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（千世帯）

（千世帯）

（千世帯）

図２：地域別子育て世帯（注２）の将来推計

（千世帯）

（千世帯）

【全 国】

【東京都】 【秋田県】

【大都市圏】 【地方圏】

大都市圏：住生活基本法施行令で定める都
道府県 （茨城県、埼玉県、千葉
県、東京都、神奈川県、愛知県、
三重県、京都府、大阪府、兵庫
県及び奈良県）

地方圏：大都市部以外の道府県

○子どもの人口及び子育て世帯数は、2025年には、2010年と比べて約２割減少する見通し。

図１： 子ども（注１）の人口及び
    総人口に占める子どもの割合の推移

△10
千世帯

（約0.7倍）

注１）「子ども」とは、０～１９歳までの者をいう。
注２）「子育て世帯」とは、世帯主が25～44歳の核家族世帯で、
    子どもを含む世帯をいう。

（割合：%）（人口：千人） 【凡例】 ■ 人口 -■- 割合
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（出典）
人口：日本の将来推計人口（全国：2012年1月推計）
世帯数： 日本の世帯数の将来推計（2014年4月推計） ［国立社会保障・人口問題研究所］

一方で減少する子供の人口と子育て世帯 
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○非正規雇用率と失業率が近年上昇傾向にあること等を背景に、サラリーマンの平均年収は減少傾向。
 特に住宅の一次取得者層である30代は平均年収、金融資産とも大きく減少。

３０代の年収・金融資産が大きく減少 

（※）  非正規率（％）＝非正規の職員・従業員÷雇用者（役員を除く） 
（資料）：総務省 

「労働力調査」 

【非正規雇用率、失業率】
【
失
業
率
：％
】

【
非
正
規
率
：％
】

【金融資産の推移（二人以上世帯のうち、勤労者世帯）】

（資料）総務省「家計調査」 （資料）：国税庁「民間給与実態統計調査」 

【30歳代男性の平均年収推移】 

【年代別平均年収比較】 

年齢 性別 
平均年収（万円） 1997～2012年 2006～2012年 

1997年 2006年 2012年 
減少額
（万円） 

減少率
（％） 

減少額
（万円） 

減少率
（％） 

25～29
歳 

男 413  379  367 -46  -11.1  -12  -3.2  
女 311  294  292 -19  -6.1  -2  -0.7  

30～34
歳 

男 513  461  431 -82  -16.0  -30  -6.5  
女 307  299  297 -10  -3.3  -2  -0.7  

35～39
歳 

男 589  555  498 -91  -15.4  -57  -10.3  
女 291  294  292 1  0.3  -2  -0.7  

40～44
歳 

男 645  629  561 -84  -13.0  -68  -10.8  
女 286  280  285 -1  -0.3  5  1.8  

45～49
歳 

男 695  656  614 -81  -11.7  -42  -6.4  
女 275  278  284 9  3.3  6  2.2  

50～54
歳 

男 737  662  634 -103  -13.9  -28  -4.2  
女 283  266  279 -4  -1.4  13  4.9  

55～59
歳 

男 702  634  618 -84  -12.0  -16  -2.5  
女 273  264  265 -8  -2.9  1  0.4  
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東京に吸い寄せられ子供を産まなくなる若者① 
○若者（25～34歳）の1か月当たりの所得に対する家賃の支出が高い都道府県ほど出生率が低く、特に東京都ではその

傾向が顕著。高額な家賃が他の支出を圧迫し、出生率に影響を与えていることが考えられる。

若者（25～34歳）の1か月当たりの所得に占める家賃の割合と出生率 

（資料）住宅・土地統計調査（2008年）、人口動態統計（2008年） 
    全国消費動向調査（2009年） 

全国 
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【若者（25～34歳）1か月当たり所得に占める家賃の割合（％）】 

沖縄県

東京に吸い寄せられ子供を産まなくなる若者② 
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建築と『日経アーキテクチュア』
経済社会における建築と、その作り手のために　　　　　　　　　　　　　　　　　　

真部　保良（まなべやすお・日経アーキテクチュア前編集長）

約40年前（1976年）に創刊した『日経アーキテクチュア』 

「閉鎖社会的状況に新風
を吹き込むダイナミックな
立体的情報の提供」が求
められていた 

『日経アーキテクチュア』の概要 
 

創刊 1976年 
発行部数 33,454部（2012年ABC部数） 

「建築界に携わる方々に、
意匠・構造・施工など専門
領域だけでなく、社会・経
済動向から経営実務まで
の情報をお届けする総合
情報誌」 
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「記憶に刻まれた記事」にみる 

メディアの存在価値 

和田章氏が選んだ記事 

• 2004年 朱鷺メッセ事故最終報告、「斬新な構造」に多重欠陥 

• 1987年 News建築／東京工業大学百年記念館 

「どのように？」「なぜ？」 
明らかになっていないメカニズムや理由を浮き彫りに 

「人のための」「社会のための」建築 
を考える材料を提供 
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● 出来事の、知られざるメカニズムや理由を、建築的・経済的・ 
  産業的な複合視点から浮き彫りにする。 
 
● 建築・街づくりのメカニズムが変化していくなかで、つくり手の 
  挑戦に密着する。 
 
● 人、企業、産業がつながる際のメディア（媒介）機能を担う。 
    ・建築の供給者 ←→ 発注者、利用者 
    ・建築界 ←→ 他の産業界 
    ・産 ←→ 官 ←→ 学 

まとめ 

建築に対するメディアの役割 「連携で街をつくる」時代のメディア 

「各社の強みはブラック
ボックス化すればいい。
その代わり、周辺部を
公開し、他社と標準化
して各社の技術を連携
し、さらに発展させる」 

街づくりの新しい“メカニズム” 
他産業もつくり手の仲間入り 

「人のつながり」による街づくり 
ハードから「人」「社会」へ 

街づくりの意識が変化 
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写真からみるメディアと建築　　　　　　　　　　　　　　　　　　
磯　達雄（いそたつお・建築ジャーナリスト）

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 年

新建築 1946-

建築文化 1946-2004 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

国際建築 ・ ・ ・ ・ 1950-1967 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

建築技術 ・ ・ ・ ・ 1950-

近代建築 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1954-

JA ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1956-

商店建築 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1956-

建築知識 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1959- 

建築 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1960-75 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

ディテール ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1964- 

建築画報 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1964-  

SD ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1965-2000  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

都市住宅 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1968-86  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

a+u ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1971-

住宅建築 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1975-

日経アーキテクチュア ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1976-  

建築ジャーナル ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1978-

新建築住宅特集 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1986-  

コンフォルト ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1990-    

GA JAPAN ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1992-  

10+1 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1994-2008 ・ ・ ・ ・ ・ ・

Casa Brutus ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1998-

●戦後に発行された主な建築雑誌の創刊（復刊）年と休刊（廃刊）年を示す。「GLASS & 
ARCHITECTURE」1995 Spring（特集：建築ジャーナリズムの地平）を参考にして、独自に
作成した。（磯達雄）

戦後建築雑誌創刊年表
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建築メディア　　　　　　　　　　　　　　　　　
西川　直子（にしかわなおこ・建築ジャーナル編集長）

■建築ジャーナルの編集方針
1　市民、利用者にとっての建築・都市への問いかけと批評
2　中央集権主義から地域主義へ。地方自治市民自治による「まちづくり」

をめざす
3　人間環境を大切にし、地球環境に負荷をかけない建築づくりをめざす
4　市民＝公共のための設計業務・建築プロフェッションの確立をめざす

以下は、各勤務時代

■名古屋　1981 ～ 1989
　「1988 オリンピック反対運動」
　「市民参加で公共空間をつくる会」
■東京　1989 ～ 1997
　「神奈川県立図書館・音楽堂と近代美術館を考える会」
■福岡　1997 ～ 2002
　「公共建築をよくする研究会」
　「住宅学習会」
　「長崎水族館保存運動」
■大阪　2002 ～ 2005
■東京　2005 ～

「景観と住環境を考える市民ネットワーク」
　「谷中・防災コミュニティーセンターを考える有志の会」
　「地域から未来をつくるひがし広場」
■谷中の家ができてから　2011 ～
　「月１原発映画祭」
　「まちまち net. 市民力向上講座」
　「谷中で戦争を語りつぐ会」
　「上野のお山を学ぶ会」

各年代のテーマの変遷
■ 80 年代のテーマ＝市民参加
　横浜のアーバンデザイン、世田谷のまちづくりハウス、羽根木のプレイ

パークに続けが合言葉だった。
　80 年代～ 90 年代の特集タイトル「『みち』新時代」「エコロジカル・リバー」

「コミュニティ・スクール」「はらっぱの復権」「駅と駅前」「都市と音」「ま
ちづくり第 3 シーン」「ワークショップ」

■ 90 年代のテーマ：戦後建築の見直し
　首都圏の開発と、地方では公共事業がピークに達し、戦後建築がターゲ

ットに。時間を経て魅力を増す建築を再発見したが、馬場璋造氏によれ
ば「モダニズム建築は用途がなくなれば消え去る運命にある」(『近代
建築の生と死』)

　1995 年年間テーマ「戦後建築の 50 年」
■ 2000 年代のテーマ：資格・制度・法規
　2003 年 JIA 登録建築家制度発足　2005 年 11 月姉歯事件発覚　2007 年建

築基準法改正で混乱　姉歯事件は建築生産最優先のひずみと建築資格
者の脆弱さ、マンションという商品の住民不在を見せつける結果となっ
た

■ 2010 年代のテーマ：主権者としての市民
　東日本大震災・原発事故以後、市民が主権者であること、それがセルフ

ガバナンス、自治の根幹だときづかされた。
　「すべての住宅は公共建築である」「谷中の家はメディアである」築 50

年の木造民家を耐震補強再生した住宅。震災の2ヵ月後に改修が終わり、
自然発生的に、月に 30 ～ 40 人が集まる場になった。静かに心を満たす、
つくりすぎない美しい家は、人々のよりどころとなる。今こそ建築に精
神性が求められているのではないだろうか。建築の持つ可能性を教えて
くれた。

■自分はジャーナリストという意識はなく、編集者だと思っている。雑誌
も書籍もつくる。「谷中の家」もメディアだと思っている。なぜか建築
以外の編集者が集まり、谷中の家運営にかかわっている。モデルは植田
実さん。『都市住宅』に一番興味がある。その果たした役割をどう現在
によみがえらせることができるか考えている。建築ジャーナルは、読む
雑誌だと思っている。よい書き手をつくり、読ませる雑誌にしたい。

　


